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研究成果の概要（和文）： 買収後の組織マネジメントに関する論文のレビューを行い、買収を成功に導く「タ
スクの統合」と「人の統合」という視点で整理した。
　また、複数のM&Aを実施してきた二社の７つのケースについて、買収のタイプ、タスクの統合、人の統合の観
点から一次データと二次データの分析を行った。その結果は次の通りである。①経営者の方針に基づいて組織の
体制が敷かれ、その体制は買収のタイプによって異なる。②被買収主体への権限移譲や自律性の担保などは、買
収実施企業にとって被買収主体の資源へのアクセスのしやすさにつながる。③被買収主体から獲得した資源の活
用を通じて新市場への参入を実現するなどのシナジー効果が出ている。

研究成果の概要（英文）：I reviewed the literature on post-acquisition organizational management and 
organized it in terms of “task integration” and “people integration” that lead acquisitions to 
success. I analyzed primary and secondary data obtained through interviews and from publicly 
available information on seven cases of two companies that had conducted multiple M&As, focusing on 
the type of acquisition, task integration, and people integration.
The results are as follows: 1. The organizational structure is established based on the management's
 policies, and this structure varies depending on the type of acquisition. 2. Delegation of 
authority and ensuring autonomy to the acquired entity leads to easier access to the acquired 
entity's resources for the acquiring company. 3. Synergies, such as the ability to enter new markets
 through the use of resources not owned by the acquiring company, are realized.

研究分野：経営学

キーワード： 買収　研究開発部門　トップマネジメント　ルーティン　人の統合　タスクの統合
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　買収後の組織マネジメントに関して、タスクの統合と人の統合の観点から先行研究の整理を行った。これは買
収の際に配慮する点の総合的把握に寄与する。
　また、同一企業による複数の買収に注目し、①買収のタイプと買収実施企業の対応関係、②買収実施企業のと
る一貫した行動（ルーティン）を明らかにした。サンプルを増やすことで、③企業や業界を超えて、買収におい
て企業がとる共通の行動を捉えることが可能になる。買収が研究開発にもたらす影響を捉えようとする先行研究
では、分析結果が、企業や産業の属性、買収のタイプ、獲得した技術の性質など、何に起因するのかが判然しな
いことが多い。本研究はそうした状況を改善する効果をもつ。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 M&A の効果を企業の研究開発活動との関連で捉える研究は多数行われてきたが (Ornaghi, 
2009, Ahuja and Katila, 2001, Cassiman et al., 2005 等) 、これらの研究では業績や特許の出
願数など、アウトプットの増減に注目しており、M&A 後の研究開発部門内の活動がどのよう
に変化したのかには目が向けられていない。我々は、この点に注目した分析を行い、「水平統
合型」、「多角化型」、「垂直統合型」のどのタイプで M&A を実施しても、２割～３割の企業で
は、研究開発における集中と選択が進展したことを明らかにした（永田・篠崎・長谷川、 
2010）。一般的には、水平統合型の M&A は特定事業領域での市場占有率を高める効果を持つ
ため、イノベーションから得られる利益の専有可能性を高める可能性があり、多角化型や垂直
統合型の M&A は事業領域の拡大を通じて多様な技術機会をもたらす可能性があると考えられ
る。ただしこうした研究開発環境の変化も、研究開発部門内の変化と適合しなければ業績に結
びつけることは難しい (篠崎・永田、2013a、2013b、2014) 。 
 Lubatkin (1983) は文献レビューを通して、成功している買収は再編後の組織マネジメント
が効果的に行われていることを示した。しかし、M&A 実施後の組織マネジメントの難しさを
取り上げる研究は枚挙にいとまがない (例えば、Chatterjee, Lubatkin, Schweiger, & Weber, 
1992; Ranft & Lord, 2002; Kapoor and Lim, 2007; Lakshsh, 2007; Ahammad et al、2016; 
Bresman et al., 1999; Vaara et al., 2012) 。こうした状況において、経営トップの関与が買収
後の研究開発部門にもたらす影響に注目する研究はあまり見当たらない。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、成長戦略の一つのオプションとして M&A を選択した企業について、再編後の研
究開発部門が機能するための組織マネジメントのあり方を明らかにする目的をもつ。被買収主
体を吸収することがシナジー効果を生み出すことにつながるのか (Birkinshaw, Bresman and 
Håkanson, 2000)、経営者のどのような関わりが再編後の組織に効果的なのかを捉えたい。そ
の際、複数の買収した経験を持つ企業の研究開発活動に注目することによって、買収の際のル
ーティンを明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、先行研究のレビューと整理、企業へのインタビュー調査による一次データと有
価証券報告書や Annual Report、新聞記事、特許データなどの二次データの分析を行った。 
 Birkinshaw et al. (2000) によると、「タスクの統合」と「人の統合」によって買収が成功す
る。タスクの統合とは、経営上のシナジーを実現できること、人の統合とは、買収実施企業と
被買収主体の従業員が統合に向けてポジティブな態度を持てることである。買収後の組織につ
いて研究開発を阻害する要因を明らかにした研究が多数行われているので、タスクの統合と人
の統合の枠組みを使って整理した。また、買収実施企業と被買収主体の保有する知識基盤の差
を減らすことが、組織のマネジメントに貢献すると考えられることから、これに関する研究の
レビューも行った。 
 インタビュー調査は、複数の買収を経験してきた映像関連の企業と総合精密機器を扱う企業
を対象に行った。前者は執行役員、営業担当者、開発兼知財担当者に、後者は執行役員に話を
伺った（以下、A 社と B 社と記述する）。インタビューで聞ききれなかったことや疑問等はメ
ールのやり取りを通して補完した。インタビュー調査では、それぞれの買収の背景、買収の際
に経営者が示した方向性と方針、買収後の各部門の体制、買収による効果について聞いた。 
 二次データは、インタビュー調査を行う前の企業の情報収集や、インタビュー調査から得た
情報を補完する目的で使用した。特許データは、研究開発テーマの把握、買収実施企業と被買
収主体の研究者の連携あるいは独立の状況を把握する目的で使用した。 
 
４．研究成果 
 （１）文献レビューの整理と分析結果 
本研究ではまず文献レビューの整理を行った（図１）。そして、「タスクの統合」と「人の統
合」、「買収実施企業と被買収主体の保有する知識基盤の差を減らす行動」に影響を及ぼす要因
という 3 つの視点から、A 社と B 社の買収の際の状況について分析した。それをまとめたの
が表１である。表中の「同」は水平型の買収、「別」は保有する技術の重複がない垂直型の買
収を意味する。「－」は該当しない場合に記載している。人の統合は、買収実施企業と被買収
主体の態度が対象になる。A 社も B 社も買収相手との文化の違いなどによる衝突はあるが、
関係者同士の密なコミュニケーションや指令系統の管理を通じて対応している。そのため、今
回の分析では被買収主体が買収後の活動においてポジティブな状況にあるかの検討を行った。 
 A 社が実施した買収は、専ら相手企業からの提案によるもので、医療分野に関係している。
そのため、経営者により「医療現場のあらゆる場所にわが社の製品を配置する」という目標が
掲げられた。買収相手と保有する製品や技術に重複があると、自社製品に集約する（A-1）、
重複部分を活かして新しい製品を上市する（A-2）など、異なる対応をとってきた。また、自
社にない技術を活用して、新しい市場に参入する（A-1）、その市場での競争優位を強める



（A-2、A-4）、サービスで補強する（A-3）といった効果を生み出してきた。開発、製造、販
売等の機能を持つ主体は、拠点も活動内容も独立性を担保し（A-1 と A-4）、そうでない主体
は本社やその営業所に吸収した（A-2、A-3）。前者の 2 つの主体とは基本的には分業、必要に
応じて協働するという体制を敷いており、A 社にとって必要な知識にアプローチできる状況に
ある。4 つの買収において離職者はほぼいなかった。 

 
図１ 先行研究に基づく買収を実施する際のポイントの整理 

 
表１ A 社と B 社の買収の際の組織マネジメントと成果 

 
 B 社は「いつでもどこでも『精確に測る』」をスローガンに、技術獲得を目的に積極的に買
収を行ってきた企業である。本社の米国販売会社が B-1 を買収し、B-1’となった。そして B-1’
の保有技術を B 社の技術と組み合わせることで新しい市場を拓いた。B 社の海外の買収先は、
B-1’の提案によることが多く（権限移譲）、B-2 は B-1’が買収した企業である。B-2 の技術の
活用によって B 社は先述の市場をさらにリードする立ち位置についた。B-3 は B 社とライバ
ル関係にあった企業である。買収後も開発者は、単独あるいは複数人で特許出願をしており、
開発者の自律性、独立性、専門性が担保されているように見える。しかし、拠点も人材も徐々
に本社に統合し、重複する製品群は一部整理が始まっている。買収の際に B-3 から離職者が
出たが、ほかの買収のケースではほぼ離職者は出ていない。 
 二社の共通点は、トップの明確な方針に基づき、買収のタイプによって組織体制が組まれ、
獲得した技術を活用してシナジー効果を出していることである 。 
 （２）研究成果と残された課題 
 今回の研究を通して示すことができる成果は以下の 2 点である。 
 買収後の組織のマネジメントに関する先行研究について、成功に導く視点から総合的に整理
したものは見当たらない。本研究でレビューできている文献は限定的であるが、図１のように
整理したことは一つの成果といえる。先行研究では、経営者にとって統合は被買収主体を吸収
することと捉えているが、本研究で取り上げたケースでは拠点も活動も吸収していないものが
ある。被買収主体の拠点が独立していることと成果の関係については引き続き検討していく。 
 二つ目の成果は、図１に基づいて A 社と B 社の活動状況をまとめたことである（表１）。ま
だ埋められていない項目があるが、同一企業が行った複数の買収に注目することで、①買収の
タイプと買収実施企業の対応関係、②買収実施企業のとる一貫した行動（ルーティン）を明ら
かにした。また、サンプルを増やすことで、③企業を超えて、また業界を超えて買収の際に企
業がとる共通の行動を捉えることができる。買収研究開発にもたらす影響を捉えようとするこ
れまでの研究では、分析結果が、企業や産業の属性、買収のタイプ、獲得した技術の性質など、
何に起因するのかが判然しない傾向があった。本研究はそうした状況を改善する効果をもつ。 

A-1 A-2 A-3 A-4 B-1 B-2 B-3
技術の関連性（自社にない技術の保有） 〇 （〇） 〇 〇 〇 〇 △
知識基盤のシナジー効果 〇 〇 〇 〇 〇 〇
買収企業の活用能力（成果への結実） 〇 〇 〇 〇 〇 〇
マーケット 同・別 別 別 同・別 別 別 同
自律性の担保（開発テーマ、活動自体） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 △
独自性の担保 〇 〇 〇 〇 △
専門性の活用 〇 〇 〇 〇 〇 〇 △
発明者の配置への配慮 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇
組織のフィットに向けた取り組み（権限
移譲、研修会の実施など）

〇 〇 〇 〇 〇 〇

リーダーシップの可視化 〇 〇 〇 〇 〇 〇
リーダーシップの継続性 〇 〇 〇 〇 〇 〇
統合中のコミュニケーション・プロセス 〇 〇 〇 〇
統合メカニズム ( Joint project ) 〇 〇 - 〇 〇
買収初期段階の人材の維持 〇 〇 - 〇 〇 〇
知識の差を埋める 〇 〇 〇 〇
知識吸収のモチベーションを上げる
買収企業の相対的吸収能力の高さ
ミクロな緊張感
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